
留萌市子育て世帯訪問支援事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う。）第６条の３第１９項に基づき、家事、子育て等に対して不安や負担を抱

える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居宅を、訪問支援員

が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事、子育て等の支

援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未

然に防ぐことを目的とする。 

（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は、市とする。ただし、市長は、適切な事業実施体制が

確保できると認められる者（以下「事業者」という。）に事業の全部又は一部

を委託することができるものとする。 

（事業の内容） 

第３条 市は、対象家庭を訪問し、家庭の状況に合わせ、次に掲げる内容を実施

するものとする。 

⑴ 家事支援（食事の準備、洗濯、掃除等） 

⑵ 育児及び養育支援（育児のサポート等） 

⑶ 子育て等に関する不安、悩み等の傾聴、相談及び助言 

⑷ 地域の母子保健施策、子育て支援施策等に関する情報提供 

⑸ 支援対象者及び児童の状況又は養育環境の把握並びに市への報告 

（対象者） 

第４条 事業の対象者は、市に居住し、児童、保護者又は妊婦からの相談、庁内

の関係部署及び関係機関からの情報提供、相談等により把握され、事業による

支援が必要であると市長が認めた次に掲げる者（以下「支援対象者」という。）

とする。 

⑴ 要保護児童、要支援児童の保護者又はそれに該当するおそれのある児童の

保護者 

⑵ 特定妊婦等、出産前から支援を行うことが特に必要と認められる妊婦及び

それに該当するおそれのある妊婦 

⑶ その他、市長が本事業による支援が必要と認める者（ヤングケアラー等を

含む。） 

（利用の申請及び決定）    

第５条 事業を利用しようとする者（以下「申請者」という。）は、留萌市子育

て世帯訪問支援事業利用申請書（別記様式第１号）を市長に提出しなければな

らない。 



２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、利用を

決定するときは留萌市子育て世帯訪問支援事業利用決定通知書（別記様式第２

号）により、利用申請を却下するときは留萌市子育て世帯訪問支援事業利用却

下通知書（別記様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による利用の決定を受けた者（以下「利用者」という。）

が前条に定める要件に該当しなくなったとき又は虚偽その他不正な手段による

事業の利用及びその他事業を利用させることが不適切であると認めるときは、

事業の利用決定を取り消すことができる。 

４ 市長は、前項の規定により事業の利用の決定を取り消したときは、留萌市子

育て世帯訪問支援事業利用決定取消通知書（別記様式第４号）により当該申請

者に通知するものとする。 

５ 市長は、事業の利用開始に当たり、事業を委託する事業者に対して、留萌市

子育て世帯訪問支援事業委託通知書（別記様式第５号）により通知する。 

（利用勧奨） 

第６条 市長は、法第２１条の１８第１項に規定する家庭支援事業の利用勧奨に

ついて、口頭による通告又は文書による通知によって行うものとする。 

（措置による事業の利用） 

第７条 市長は、法第２１条の１８第２項に規定する措置による事業の利用を決

定するに当たり、事前に留萌市子育て世帯訪問支援事業措置による利用同意書

（別記様式第６号）により、支援対象者から同意を得なければならない。 

２ 市長は、前項に規定する措置による事業の利用を決定した場合、支援対象者

に留萌市子育て世帯訪問支援事業措置による利用決定通知書（別記様式第７号）

により通知するものとする。 

（支援計画の作成） 

第８条 市長は、必要に応じ関係機関から対象世帯の情報収集等を行い、あらか

じめ当該家庭の養育状況を把握するとともに、申請者からの相談を踏まえ、支

援目標や支援内容、利用期間や回数の見込み等を定めた支援計画を作成し、当

該家庭に関する必要な情報を事業者に提供する。 

（費用の負担） 

第９条 利用者は、別表に定める区分により、決定を受けた時間数に応じて事業

に要する費用の一部を負担するものとする。 

２ 第７条に規定する措置による事業の利用に該当する場合は、費用は無料とす

る。 

３ 利用者は、別表に定める利用者負担額を、市長が発行する納入通知書により

市長の指定する期日までに納入するものとする。 



４ 市長は、利用者負担額を月単位で請求するものとする。 

（訪問支援員の要件） 

第１０条 訪問支援員は、次のいずれの要件も満たす者とする。 

⑴ 家事または育児を適切に実行する能力を有する者 

⑵ 次に掲げる欠格事由のいずれにも該当しない者 

ア 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けること

がなくなるまでの者 

イ 法、児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保

護等に関する法律（平成１１年法律第５２号）及び児童福祉法施行令（昭

和２３年政令第７４号）第３５条の５各号に掲げる法律の規定により罰金

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるま

での者 

ウ 児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号）第２条に規

定する児童虐待又は法第３３条の１０に規定する被措置児童等虐待を行っ

た者 

（訪問支援の実施期間）  

第１１条 事業の実施期間は、原則として支援開始日より６か月以内とする。 

（委託料の請求及び支払） 

第１２条 事業者は、委託料を請求する場合には、留萌市子育て世帯訪問支援事

業活動実績報告書（別記様式第８号）及び留萌市子育て世帯訪問支援事業請求

書（別記様式第９号）により、各月分を翌月１０日までに市長に提出するもの

とする。 

２ 市長は前項の請求書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは、事業者に委託料を支払うものとする。 

 （支援の継続又は終了） 

第１３条 市長は、利用者の意向や事業者からの報告内容を踏まえ、当該家庭の

養育状況や支援目標の到達度等を勘案し、前回の支援計画の作成から３か月以

内に支援計画の見直しを行い、支援の継続または終了の決定を行うものとする。 

（その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

 この要綱は、令和８年７月１日から施行する。 

 

 

 



 

別表（第９条関係） 

世帯区分 

利用者負担額 

訪問支援費 

（１時間当たり） 

交通費等 

（１回当たり） 

生活保護世帯 ０円 ０円 

市民税非課税世帯 ０円 

（年間９６時間を超えた

場合、３３０円） 

０円 

（年間９６時間を超えた

場合、２００円） 

市民税所得割課税額７７，１０

１円未満世帯（年収３６０万円

未満相当） 

０円 

（年間４８時間を超えた

場合、６６０円） 

０円 

（年間４８時間を超えた

場合、４００円） 

その他の世帯（一般課税世帯） １，６５０円 １，０００円 

市が利用措置決定した世帯 ０円 ０円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記様式第１号（第５条関係） 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業 利用申請書 

 

留萌市長 様 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業について、以下のとおり利用を申請します。 

 

記 

 

（訪問支援員による家事・子育て等の支援） 

１ 希望する利用期間と時間帯等 

 

 

 

 

 

 

２ 支援の内容 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ 備考 

 

 

 

支援の実施に必要となる個人情報に関し、市と訪問支援員派遣事業所が共有す

るとともに、利用者負担額の算定のために必要がある時は、市が課税台帳を閲覧

することに同意します。 

 

    年  月  日 

住  所 

＜希望する利用期間＞ 

   年  月  日（  ）から   年  月  日（  ）まで 
 

＜希望する曜日・時間帯等＞ 

 

＜家事支援＞ 

 食事の準備 ・ 洗濯 ・ 掃除 ・その他（           ） 

 

＜育児・養育支援＞ 

 育児のサポート ・ その他（                  ） 

 

 



氏  名 

電話番号 

別記様式第２号（第５条関係） 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業 利用決定通知書 

   号 

 年  月  日 

 

      様 

 

                      留萌市長 

 

令和 年 月 日付けで申請のあった留萌市子育て世帯訪問支援事業の利用に

ついて、以下のとおり決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 利用期間と時間帯等（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 支援の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   年  月  日（  ）から   年  月  日（  ）まで 

 

毎週   曜日   時   分より   時間 

毎週   曜日   時   分より   時間 

その他（                            ） 

 

＜家事支援＞ 

 食事の準備 ・ 洗濯 ・ 掃除 ・その他（           ） 

 

＜育児・養育支援＞ 

 育児のサポート ・ その他（                  ） 

 



 

 

別記様式第３号（第５条関係） 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業 利用却下通知書 

   号 

 年  月  日 

 

      様 

 

                      留萌市長 

 

令和 年 月 日付けで申請のあった留萌市子育て世帯訪問支援事業の利用に

ついて、却下したことを通知します。 

 

記 

 

却下する理由 

 

 

 

 

 

 

教示 

１ この処分に不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算し

て３月以内に、市長に対して審査請求をすることができます。 

 

２ この処分に不服があるときは、この通知書を受け取った日（審査請求をした

ときは、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、留萌市（訴訟において留萌市を代表する者は、市長となりま

す。）を被告として、旭川地方裁判所に対して処分の取消しの訴えを提起する

こともできます。ただし、処分又は裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６月以内であっても、処分又は裁決の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 



 

 

別記様式第４号（第５条関係） 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業 利用決定取消通知書 

   号 

 年  月  日 

 

      様 

 

                      留萌市長 

 

令和 年 月 日付けで決定しました留萌市子育て世帯訪問支援事業の利用に

ついて、利用の決定を取り消すこととしたので通知します。 

 

記 

 

利用決定取消理由 

 

 

 

 

 

 

教示 

１ この処分に不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算し

て３月以内に、市長に対して審査請求をすることができます。 

 

２ この処分に不服があるときは、この通知書を受け取った日（審査請求をした

ときは、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、留萌市（訴訟において留萌市を代表する者は、市長となりま

す。）を被告として、旭川地方裁判所に対して処分の取消しの訴えを提起する

こともできます。ただし、処分又は裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６月以内であっても、処分又は裁決の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 



 

 

別記様式第５号（第５条関係） 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業 委託通知書 

   号 

 年  月  日 
 

        様 

 

                      留萌市長 
 

以下の対象者に対し、留萌市子育て世帯訪問支援事業の支援を決定いたしまし

たので、留萌市子育て世帯訪問支援事業実施要綱の規定に基づき、これを通知い

たします。 
 

記 
 

１ 訪問家庭 

対象者（保護者）  

住  所 

電話番号 

 

 

世

帯

の

状

況 

続柄 氏 名 性別 生年月日 年齢 
職業（勤務先）、 

就園及び就学先（学年） 

      

      

      

      

      

 

２ 利用期間と時間帯等 

    年  月  日（  ）から   年  月  日（  ）まで 

毎週  曜日  時  分より   時間 

毎週  曜日  時  分より   時間 

その他（                       ） 

 

３ 支援の内容 

 ＜家事支援＞ 

 食事の準備 ・ 洗濯 ・ 掃除 ・その他（              ） 
 

＜育児・養育支援＞ 

 育児のサポート ・ その他（                     ） 



 

４ 自己負担額        円 

別記様式第６号（第７条関係） 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業 措置による利用同意書 

 

留萌市長 様 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業について、以下のとおり措置による利用を行

うことに同意します。 
 

記 
 

（訪問支援員による家事・子育て等の支援） 

１ 希望する利用期間と時間帯等 

 

 

 

 

 

 
 

２ 支援の内容 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ 備考 

 

 

 

支援の実施に必要となる個人情報に関し、訪問支援員派遣事業所と共有するこ

とに同意します。 

 

    年  月  日 

住  所 

＜家事支援＞ 

 食事の準備 ・ 洗濯 ・ 掃除 ・その他（           ） 

 

＜育児・養育支援＞ 

 育児のサポート ・ その他（                  ） 

 

 

＜希望する利用期間＞ 

   年  月  日（  ）から   年  月  日（  ）まで 
 

＜希望する曜日・時間帯等＞ 

 



氏  名 

電話番号 

別記様式第７号（第７条関係） 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業 措置による利用決定通知書 

 

   号 

 年  月  日 

      様 

 

                      留萌市長 

 

令和 年 月 日付けで同意のあった留萌市子育て世帯訪問支援事業について、

以下のとおり措置による利用を決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 利用期間と時間帯等（予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 支援の内容 

 

 

 

 

 

 
          

 

＜裏面有＞ 

 

   年  月  日（  ）から   年  月  日（  ）まで 

 

毎週   曜日   時   分より   時間 

毎週   曜日   時   分より   時間 

その他（                            ） 

 

＜家事支援＞ 

 食事の準備 ・ 洗濯 ・ 掃除 ・その他（           ） 

 

＜育児・養育支援＞ 

 育児のサポート ・ その他（                  ） 

 

 



 

 

教示 

１ この処分に不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算し

て３月以内に、市長に対して審査請求をすることができます。 

 

２ この処分に不服があるときは、この通知書を受け取った日（審査請求をした

ときは、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算

して６月以内に、留萌市（訴訟において留萌市を代表する者は、市長となりま

す。）を被告として、旭川地方裁判所に対して処分の取消しの訴えを提起する

こともできます。ただし、処分又は裁決があったことを知った日の翌日から起

算して６月以内であっても、処分又は裁決の日の翌日から起算して１年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記様式第８号（第１２条関係） 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業 活動実績報告書 
 

留萌市長 様 

                             年  月  日 

受託事業者 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業について、以下のとおり訪問支援員の派遣によ

る支援を実施しましたので、留萌市子育て世帯訪問支援事業実施要綱第１１条の

規定に基づきこれを報告します。 

 

１ 実施内容 

訪問先氏名  

訪問先住所  

訪問年月日 

利用内容 

（前日17時以降の 

 キャンセル含む） 

利用時間 

開始時間 終了時間 利用時間 

 
 時  分 時  分 時間 分 

  
時  分 時  分 時間 分 

  
時  分 時  分 時間 分 

  
時  分 時  分 時間 分 

  
時  分 時  分 時間 分 

  
時  分 時  分 時間 分 

  
時  分 時  分 時間 分 

  
時  分 時  分 時間 分 

合   計 時間 分 

※実施内容・家庭の状況等について、別紙資料（任意様式）を添付すること。 

 

２ 委託料 

訪問支援費 （      円）×（   時間）＝       円 



交通費等 （      円）×（    回）＝       円 

合  計                          円 

別記様式第９号（第１２条関係） 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業 請求書 
 

留萌市長 様 

                             年  月  日 

受託事業者 

 

留萌市子育て世帯訪問支援事業について、留萌市子育て世帯訪問支援事業実施

要綱第１２条の規定に基づき、次のとおり請求します。 

  

 

請求金額            円 

 

※ 請求内訳は、別記様式第８号のとおり 

 

 

 

＜振込先＞ 

金融機関名 

銀  行・信用金庫        店 

        信用組合・労働金庫 

        農業協同組合           所 

預金種目 普通・当座 口座番号  

口座名義人 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

 

 

 

 

 


